動産売買契約書
　売主株式会社◯◯（以下「甲」という。）と買主株式会社△△（以下「乙」という。）とは、本日、次のとおり動産の売買契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（売買物件）
甲は乙に対し、その所有に係る次の動産（以下「本物件」という。）を売り渡すものとする。
　（１）品名　　○○○○○
　（２）数量　　○○個
　（３）単価　　金○○○○円（税別）
第２条（売買代金）　
　本物件の売買代金は、金○○○○○円（税別）とする。
第３条（引渡し）
１　本物件の引渡し期日は、２０２３年○月○日とし、引渡し場所は乙の本店営業所とする。
２　前項の引渡し前に生じた本物件の滅失、毀損、その他一切の損害は乙の責めに帰すべきものを除き甲の負担とし、引渡し後に生じたこれらの損害は甲の責めに帰すべきものを除き乙の負担とする。
第４条（代金の支払方法）
１　本物件の売買代金は、前条による本物件の引渡しと引換えに現金又は乙振出しの小切手で支払う。
２　前項の売買代金の支払いを完了した時に、本物件の所有権は甲から乙に移転する。
第５条（遅延損害金）
　甲は、乙が代金の支払いを怠ったときは、支払い期日の翌日から完済に至るまで、年○パーセントの割合による遅延損害金を乙に請求することができる。
第６条（検査及び受渡し）
１　本物件の引渡しが完了した後○日間以内に、乙は、本物件を検査しなければならない。検査完了時に本物件の受渡しが完了するものとする。
２　本物件の検査遅延により甲に生じた損害は、乙の負担とする。
第７条（瑕疵担保責任）
１　乙は甲に対して、本物件の受渡し後○年間、本物件の引渡し前の原因によって生じた品質不良、数量不足、変質その他の瑕疵について、代品の納入、若しくは瑕疵の修補又は代金減額を請求することができる。
２　前項の瑕疵の存在によって本契約締結の目的が達成できない場合には乙は本契約を解除することができる。
３　前２項の場合においても、乙が甲に対して損害賠償請求をすることを妨げない。
４　第１項の瑕疵が直ちに発見できる瑕疵であり、前条の検査完了後乙が甲に対して通知をしなかった場合には、前項及び第２項の規定は適用しない。
第８条（損害賠償）
　乙は、甲が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠償を請求できる。
第９条（反社会的勢力の排除）
１　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、本契約締結時において、自ら（法人の場合は、代表者、役員又は実質的に経営を支配する者。）が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団その他反社会的勢力に該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
２　甲又は乙の一方が前項の確約に反する事実が判明したとき、その相手方は、何らの催告もせずして、本契約を解除することができる。
３　前項の規定により、本件契約を解除した場合には、解除した当事者はこれによる相手方の損害を賠償する責めを負わない。
４　第２項の規定により、本件契約を解除した場合であっても、解除した当事者から相手方に対する損害賠償請求を妨げない。
第１０条（解除）
　甲及び乙は、相手方が本契約で定める義務を履行しないときは、何らの催告及び自己の債務履行の提供を要することなく直ちに本契約を解除することができ、損害賠償を請求できる
第１１条（合意管轄）
　本契約に関する一切の紛争は、○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を所持する。　
令和○○年○○月○○日
甲　　○○県○○市○○町○丁目○番○号
　　株式会社　A

　　　　代表取締役　　○○　○○
乙　　○○県○○市○○町○丁目○番○号
　　株式会社　B

　　　　代表取締役　　○○　○○

